
一般財団法人新潟県建設技術センター
次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画

１ 意義

職員が仕事と生活の調和を図りながら、その能力を十分に発揮できる

よう、より働きやすい職場環境とするため、多様な労働条件や働き方の

見直しの取り組みを推進するための行動計画を定める。

２ 計画期間

令和５年４月10日から令和７年３月31日まで

３ 計画内容

○所定外労働時間の削減

担当業務の軽減や繁忙期における臨時的な応援体制の構築、発注者に

対する発注時期平準化の申し入れなどにより、職員全員の年間平均所定

外労働時間を、前年比95％とすることを目標とする。

⇒毎月各部署ごとの実績を確認する。

○育児・介護休業制度の利用促進

育児・休業制度について、新たに導入された制度を含め改めて職員へ

周知を図るとともに、該当するような職員に対しては、丁寧に詳細を説

明しながら、同制度の利用促進を図っていく。

⇒一般研修の中に育児・介護休業制度を取り入れる。



一般財団法人 新潟県建設技術センター

女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画

男女ともに全職員が活躍できる雇用環境の整備を行うため、次のように行動計画を

策定する。

１ 計画期間 令和４年４月１日 ～ 令和９年３月31日

２ センターの課題

・正職員に占める女性職員の割合が低い。

・女性の管理職員がおらず、今後、女性管理職員の育成が課題である。

３ 目標と今後の取組内容

目標： 正職員に占める女性割合を、約２５パーセント程度まで引き上げる

＜取組内容＞

・新規職員の採用案内等において、現に女性が活躍しており、又活躍できる職

場であることをしっかりアピールする。

・また、男女を問わず職員の育成に特に力を入れている事業所であることを併

せてアピールしていく。

・女性が働きやすい職場となるよう、引き続き、雇用環境の整備を進めるとと

もに、職場風土づくりに努める。

目標：女性の管理職員を育成する

＜取組内容＞

・職階制研修等への参加を促すなど、機会を捉えながら育成を図っていく。
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正職員に占める女性職員の割合・・・・・２４．７％
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